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1 .  はじめに 

近年、 日本企業を取り 巻く環境は、 大きな変革の 時を迎えている。 競争の質は、 グローバル化、 高付加価値 

化、 スピード化の 時代へと変化してきている。 このような変化に 伴い、 企業では、 持続的競争優位の 源泉とな 

る 人的資源をどのように 管理してゆくかが 大きな経営課題となっている。 このような経営課題を 背景として、 

現在注目を浴びている 戦略的人的資源管理論の 中では、 人的資源管理システムが 直接的に企業の 業績に影響を 

与える効果を 明らかにしょうとする 実証研究が盛んに 行われている [1]0 

また、 全社的な人的資源管理だけでなく、 部門ごとの最適な 人的資源管理についても 検討が進められている。 

特に、 研究開発部門における 人的資源管理システムは、 部門の重要性及び 特異性と相 侯 って 、 大きな関心が 寄 

せられている。 日本企業の研究部門における 人的資源管理システムと 研究者の業績の 関係について 議論した 先 

行 研究としては、 慶応義塾大学産業研究所バループの 研究が挙げられる [2.4] 。 

本研究では、 製品開発部門において 商業績を生み 出す人材の個人特性とその 組織的環境に 着目し、 高 業績の 

要因を実証的に 説明できるモデルの 構築を目的とする。 これより、 高 業績を生み出すためには、 個人特性とし 

て 何が重要であ り、 そしてまた組織的環境として 何が重要であ るかを明確にすることができる。 

また、 併せてこの手法を 活用した、 業績の向上に 有効な製品開発部門における 人的資源管理システムの 改善 
手法について 提案を行 う 。 

2. 分析モデル 

高 業績の要因分析モデルを 下図に示す。 この枠組みは、 Porter&Lawler 期待理論モデル [5] をべ ー スとして、 

修正を加えたものであ る。 分析の視点は、 個人に焦点を 当てたものとなっている。 

室主 

キャリア志向 

日 楳 

将来期待 

各種満足 度 

ffl@6<iM 
技術 技会 ・資源確保・ 役割明示リーダー・ ンップ 

  
ぬ雙 " 
耳門柱・能力・ 寅寅 

図 1  高 業績の要因分析モデル 
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分析は、 製品開発バループリーダー 及び製品開発技術者に 対して適用する。 図 1 に示す よう に、 個人業績に 

強 い 影響を与える 要因として、 個人的要因と 組織的要因を 考慮する。 個人的要因としては、 仕事に対する 意欲、 

専門性、 能力・資質の 3 項目に着目する。 組織的要因としては、 技術機会、 資源確保、 役割明示、 上司のリー 

ダーシップの 4 項目に着目する。 なお、 上司のリーダーシップは、 製品開発技術者に 対してのみ考慮する。 個 

人の仕事に対する 意欲が努力を 生み出し、 その努力が個人的要因と 組織的要因の 影響を受けた 結果として、 業 

績が達成される。 業績は評価され、 個人は内的報酬及び 外的報酬を受ける。 このプロセスにおける 満足、 あ る 

いは、 不満は 、 次の仕事への 意欲に影響を 与えることになる。 

3. 分析 手 、 法 

図 1 に示すモデルの 有効性を実証的に 検証するために、 本年の 6 月から 8 月にかけて「製品開発部門におけ 

る知識マネ 、 ジメントに関する 調査」 ( 調査実施主体 : コヒ陸 先端科学技術大学院大学知識科学研究科永田研究室 ) 

と 題する質問票調査を 実施し、 使用するデータを 取得した。 

3.1  仮説モデル式 

図 1 のモデルを式で 表すと以下のようになる。 

(1) 製品開発バループリーダー 

個人業績 二 a . ( 意欲 )  +b . ( 専門性 )  +c. ( 能力・資質 ) 

+x. ( 技術機会 ) +y. ( 資源確保 ) +2. ( 役割明示 ) 

(2) 製品開発技術者 

個人業績 二 a. ( 意欲 )  +b . ( 専門性 )  +c. ( 能力・資質 ) 

+x. ( 技術機会 ) +y. ( 資源確保 ) +2. ( 役割明示 ) 

+v . ( リーダーシップ ) 

なお、 a,b,c,x,y,z,v  は、 係数であ る。 

ここで、 各要因の指標として、 以下の項目を 選定した。 

ナ 意欲     各種キャリア 志向の程度，目標の 有無，仕事満足度，人間関係満足度，総合的満足度， 

将来への期待の 有無，評価の 納得度・満足度 

夫 専門， 性     専門能力の高さ ，博士号の有無，専門分野 致 ，学会論文発表件数 

女能力・資質     一般的な高業績人材の 保有する能力・ 資質との一致 度 ，他業務の経験の 有無 

夫 技術機会     重要な情報源からの 情報収集頻度，組織風土が 交流を奨励する 程度 

ナ 資源確保     人 ・ 物 ・金の確保のしやすさ 

ナ役割明示     所属組織の使命・ 目標認識度 ( 代理指標 ) 

夫 リーダーシップ : 上司との人間関係満足度 ( 代理指標 ) 

仮説モデル式 1 . 2 の有効性は、 質問票調査のデータを 用いた 童 回帰分析の結果により 検証する。 仮説モデ 

ル 式の有効性が 確認できれば、 各要因の係数の 推定結果により、 高 業績に強い影響を 与えている要因を 特定す 

ることが可能となる。 

3.2  質問票調査 

今回の郵送調査 法 による質問票調査の 対象企業は、 東証一部上場製造業 4 5 5 社 ( 化学・医薬品・ 機械・ 電 

気 機器・輸送機器・ 精密機器 ) 及びその他 3 2 社の合わせて 4 8 7 社であ る。 調査対象者は、 1 社当り製品開 

発 部門管理者、 製品。 開発グループリーダー 、 製品開発技術者の 3 名であ る。 質問票は、 製品開発部門管理者 向 

けの A 票 と製品開発バループリーダー 及び製品開発技術者向けの B 票の 2 種類を作成した。 今回主に分析に 

用いたのは、 化学、 機械、 電気機器の 3 業種のデータであ る。 ただし、 一般的な知見を 得たい場合は、 製造業 
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全体のデータを 用いた。 各業種に対する 質問票の回収率を 表 1 に示す。 

表 1 質問票回収率 

3.3  仮説モデルの 検証 

(1) 個人業績 

個人業績に関連するデータとしては、 開発製品数、 特許出願件数、 特許取得件数、 社内表彰件数、 学会発表 

件数、 論文発表件数を 取得した。 また、 同時に製品開発部門管理者に 対して、 社内表彰件数以外の 項目にっ い 

て 、 個人業績を評価する 際にどの程度重視しているのかを 5 段階のリカートスケールにて 回答してもらった。 

集計結果を表 2 に示す。 

表 2  製品開発部門管理者の 重視する業績評価項目 

対象者 Ⅰ 4 玉と 2& 3  4 立 4  7 立 

項目 平均 項目 平均 項目 平均 項目 平均 

グループリーダ 一 新製品開 4.52  特許件数 3.17  学会発表 2.40  研究論文 2.34 

発 実績 件数 数 
技術者 新製品開 4.21  特許件数 3.36  研究論文 2.61  学会発表 2.52 

発 実績 数 件数 

n Ⅰ 141 (1. 全く重視していない ～ 5. 非常に重視している ) 

表 2 より、 製品開発部門における 個人業績としては、 やはり製品開発実績が 最も重視されていることがわか 

る 。 これより、 今回の分析における 個人業績としては、 開発製品数を 採用することとした。 このとき、 問題と 

なると考えられるのは、 製造している 製品の特性により 開発製品数が 大きく異なってしまう 点と開発された 製 

品の質の間 額 であ る。 前者については、 業種毎に分析することにより 業種特性による 変動をコントロールする 

こととした。 後者については、 社内表彰件数により 開発製品の質をチェックすることとした。 開発製品数と 社 

六表彰件数の 相関が高ければ、 開発製品の中には 一定の確率で 質の高い製品が 含まれていることが 予想、 される。 
(2) 仮説モデル式に よ る 重 回帰分析 

製造業 3 業種 ( ィ ヒ字・機械・ 電気機器 ) に対して、 仮説モデル式による 重 回帰分析を行った。 重 回帰分析の 

結果をまとめて 一覧にした表を 次頁に示す。 表 3 は製品開発バループリーダ 一に対する分析結果、 表 4 は製品 
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表 3 % 采億某 因の解析 (1 回 冊分析 ): 亜品 開発グループリーダー 
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表 4 高文杖Ⅰ因の 解析 ( Ⅰ 回 % 分析 ): 温品 Ⅱ 尭技 侍者 
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開発技術者に 対する分析結果であ る。 

まず、 表 3 の結果について 眺めて見ることにする。 上段は、 開発製品数と 社内表彰件数との 相関関係を調べ 

たものであ る。 化学と電気機器において、 両者に高 い 相関関係 ( 相関係数 0 ・ 516 と 0 ・ 686) が見られている。 

これより、 化学及び電気機器の 高業績者は、 優れた質の製品も 開発していることが 予想いれる。 中段は、 重回 

帰 式の結果を表している。 数値は、 標準備回帰係数の 値を記入している。 よって、 係数が大きな 値 となってい 
る要因は、 業績 ( 開発製品数 ) に対して大きな 影響を与えていることがわかる。 数値が記入されていない 欄は 、 

その項目の標準備回帰係数の 値が小さく、 説明変数があ まり重要でないことを 表している。 なお、 重 回帰 式 に 

は、 仮説モデル式で 示した要因の 他に個人属性として、 勤続年数と大学院修了の 2 項目を追加している。 下段 

は 、 重 回帰式の有効性を 検定した結果であ る。 全ての業種において、 有意水準 5%/cJ 以下で有効性が 確認できた。 

表 4 についても見方は 同様であ る。 こちらの 重 回帰式も有意水準 5% 以下で有効性が 確認できた。 

以上の結果は、 仮説モデル式の 最初の検証としては 満足できるものであ ると考える。 しかしながら、 今後 以 

下 の問題をさらに 検討する必要があ る。 1 番の課題は、 仮説モデル成の 各要因を説明する 変数の選択の 問題で 

あ る。 現在までの分析結果では、 全ての業種について、 重 回帰式の有意水準が 棄却 域 10% 以下に収束する 説 
明 変数のセットが 見つかっていない。 従って、 今のところ有意水準 5% 以下を達成するためには、 業種ごとに 
説明変数を代える 必要があ る。 また、 説明変数間の 相関関係についてもさらに 解析を加える 必要があ る。 説明 

変数間での因果関係を 明確にしておかないと、 重 回帰式を誤って 解釈してしまう 恐れがあ るからであ る。 

4. 人的資源     理 システムの枚   手法 提   

まだ課題は残るものの 仮説モデル式による 高 業績要因分析は、 その有効性を 確認できた。 そこで、 ここでは、 

このモデル分析を 活用した製品開発部門における 人的資源管理システムの 改善手法について 提案を行 う こと 

にする。 

現状では、 各社 高 業績を継続的に 達成できるような 人的資源管理システムのあ り方について、 日々試行錯誤 

を 繰り返しているところと 思われる。 従って、 現在の人的資源管理システムは、 過去の社内での 経験のみなら 
ず、 広く社外、 海外の知見をも 踏まえた上でシステムが 導入されているはずであ る。 しかし、 実際には、 思っ 

たほど 高 業績に結びついていないのではないか、 との思いが実務者の 実感ではないだろうか。 よって 、 我々は、 

現在の人的資源管理システムのどこに 問題があ るのかを明確に 浮き彫りするためのツールを 提供するととも 

に 、 これらのツールを 用いての人的資源管理システムの 改善手法の提案を 行 う ことが重要であ ると考えている。 

それでは、 以下に人的資源管理システムの 改善手法の手順を 示す。 

(1) 社内サーベイの 実施 : 以下に示すデータが 取得できるよ う に設計されたもの。 

(2) 高 業績要因分析 : 仮説モデル式に よ る 重 回帰分析。 

(3) 過去の商業績要因分析 : 各自に過去に 最も高い業績を 挙げたときの 成功要因を質問しておく。 

(4) 高 業績者の能力・ 資質分析 : 人材マップの 作成と面接の 実施。 

(2L 、 (3) は、 いずれも 高 業績に焦点を 当てた分析であ る。 ここでは、 能力・資質に 着目する。 理由は 、 

高い能力を保有していても 回りの環境や 仕事の難度によっては、 商業績を挙げられないことが 多々有りさるか 

らであ る。 このような状況を 把握するためには、 能力・資質分析が 非常に重要となる。 

まず最初に、 高 業績者を定義する。 今回の例では、 開発製品数の 多い者となる。 次に、 その定義に基づく 高 

業績者の保有する 能力・資質の 分析を行 う 。 これより、 高 業績者に多く 保有されている 能力・資質を 特定する。 

次に、 高 能力者を高業績者に 多く保有されている 能力・資質を 多く保有している 者と定義する。 以上の手続き 

により、 業績と能力を 二軸とする人材マップを 作成すると表 5 のようになる。 

以後、 表 5 により説明を 続ける。 
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表 5  業績一能力分類による 人材マップ 
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業績 ( 開発製品数 )*  能力，資質 人材ランク 画ヰ 妾 

フィ - ドバ、 ソク 満足 点 不満点 目的 

高 高 A  コア ⑨ O 0  人材社内確保 
低 C コア予備軍 O ⑥ X  組織的製品開発力の 要 

因 確認 

J 氏 高 B  コア O   ⑥ 製品開発の阻害要因 確 

認 

低 D 境界 ⑥   X  本人の自覚促進 

* 質の検討が必要 ⑥非常に重要 0 重要 Ⅹあ まり重要でない 

( 注 : 高 ・低は、 あ くまでも相対的なものであ る。 ) 

人材マップより、 人材ランクが 判定できる。 最も重要な人材は、 商業績・ 高 能力のランク A のコア人材で 

あ る。 次に重要なのは、 低 業績・ 高 能力のランク B のコア人材であ る。 次に重要なのが、 高 業績・低能力の 

ランク C のコア人材予備軍であ る。 最後は、 低 業績・低能力のランク D の境界人材であ る。 

これらの分析が 完了した後、 面接を実施する。 ポイントは、 フィードバック、 満足 点 、 不満点及び 高 業績 要 

四分析結果で 重要と判定された 要因について 質問することの 4 点であ る。 ランク A のコア人材及びランク D 

の境界人材には、 分析結果をフィードバックすることが 最も重要であ る。 コア人材に対しては 社外流出を防ぐ 

目的で重要であ り、 境界人材に対しては 本人の自覚を 促す意味で重要となる。 ランク B のコア人材では、 不 

満点を聞き出すことが 最も重要であ る。 これより、 組織における 製品開発の阻害要因を 特定することが 可能と 

なる。 ランク C の中核人材予備軍では、 満足点を聞き 出すことが最も 重要であ る。 これより、 組織的な製品 口 

開発力としてどこが 強みであ るのかを確認することができる。 

(5) 高 能力者の帰属意識・キャリア 志向・満足度分析 

高 能力者 ( コア人材 ) に焦点を絞り、 帰属意識・キャリア 志向・満足度分析を 行 う 。 

(6) (2) ～ (5) の資料を用いた 総合的な分析により、 現行の人的資源管理システムの 問題点を明確にし、 

優先順位を付けてシステムの 改善を図る。 

(7) 1 ～ 2 年毎に (1) ～ (6) のステップを 繰り返し、 絶えざるシステム 改善を実施する。 

5. まとめ 

(1) 高 業績要因分析モデルを 提案するとともにその 有効性を確認した。 

(2) 同モデルを活用しての 製品開発部門における 人的資源管理システムの 改善手法の提案を 行った。 
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